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　本件は、承継前請求人らが、同族会社に対
する金員の貸付けに係る利息を雑所得として
所得税等の確定申告を行ったところ、原処分
庁が当該貸付けにおける貸付利率が著しく低
いとして同族会社の行為計算否認（所法157
条1項）の規定を適用し、適正な貸付利率で
受け取るべき利息を計算するなどして更正処
分等を行ったことから、承継前請求人らが当
該貸付けには経済的合理性があるとして、更
正処分等の全部の取消しを求めたものである。
　承継前請求人らは、同族会社に対して行っ
ていた低利息貸付けについて、貸付金の原資
は自己資金であり、定期預金利息相当の利息
を得ていることから、貸付けは経済的合理性
を有する取引であり、同族会社等の行為計算
否認規定は適用されないなどと主張した。
　承継前請求人らは、同族会社が発行した社
債を保有し社債利息を得ていたが、平成27
年11月に開催された取締役会決議に基づ
き、社債をすべて買入消却して合計78億円

を償還した。その後、承継前請求人らは、社
債の償還によって生じた償還金を原資とし
て、金銭消費貸借契約に基づき、同社に貸し
付けた。なお、同族会社は、本件金銭消費貸
借について、帳簿上、承継前請求人らが社債
を買入消却した際の償還金を未払金として計
上すると同時に、償還に係る未払金を承継前
承継人からの短期借入金に振り替える会計処
理を行っており、社債の償還の際も、金銭消
費貸借の貸付けの際も、承継前請求人らと同
社との間において、現実の金員の移動はされ
ていなかった。
　この点について請求人らは、税制改正を契
機として同族会社が自社の資産状況を確認し
た上で社債の全額償還を検討したものではあ
るものの、社債を保有する承継前請求人らの
要望を踏まえ、いわば長期貸付金（社債）を
いつでも引き出せる短期貸付金に変更したも
のであり、租税回避の意図をもって行ったこ
とではないとしている。

　貸付利率が著しく低いとして同族会社の行為計算否認規定が適用されるかどうかが争われ
た裁決で、国税不服審判所は、貸付金は弁済期限を定めず、物的担保及び人的担保も付さず
に著しく低利率で貸し付けたものであり、経済的合理性を有する取引であるとは認められな
いとし、請求人の請求を棄却した（大裁（所）令5第47号）。
　今回の事案は、平成25年度税制改正により、同族会社が発行する社債に係る利子が分離
課税から総合課税の対象となったことに端を発するもの。審判所からは、社債を貸付金に転
換することで、所得税の負担増加を回避することを目的にしたものと推認されている。
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平成28年1月から社債利子は総合課税に
　同族会社が発行する社債から生じる利子に
ついては、平成25年度税制改正により、総
合課税の対象に見直されている（平成28年
1月1日以後に支払われる利子から適用）（図
参照）。税制改正前は、利子所得として分離
課税とされていたものだ。同族会社が役員給
与に対する節税策として、発行が容易な少人
数私募債を利用して役員給与に対する税率
（累進課税）と社債利子に係る税率（20%）
の差を利用した節税スキームが横行したこと
から規制がなされたものである。
　今回の事案は、この節税スキームが税制改
正により社債に係る利子が分離課税から総合

課税の対象となったことに伴い、承継前請求
人らの所得税負担の増加が想定されたため、
社債を貸付金に転換することで、承継前請求
人らの所得税負担の増加を回避することを目
的としたものといえ、審判所もこの点につい
て推認している。

　審判所は、貸付けは承継前請求人らの自己
資金を貸し付けたものではあるものの、承継
前請求人らと同族会社との間の特殊な関係に
基づき、社債の償還金及び未払金の合計額
81億6,000万円もの多額の金員について弁
済期限を定めず、物的担保及び人的担保も付
さずに著しく低利率（貸出約定金利の約100
分の1又は約500分の1）で貸し付けたもの
であり、経済的合理性を有する取引であると
は認められないとした。
　また、金銭消費貸借における貸付利率は、
貸出約定平均金利（新規貸出しかつ長期貸出
しに係るもの）との比較においても、社債の
年利率との比較においても、著しく低いもの
となっていることからすると、金銭消費貸借
に係る各契約は、承継前請求人らが同族会社
から収受する利息の額を、同社から収受でき
たであろう利息相当額よりも減少させ、その
結果、所得税の負担も減少させる結果となっ
ていることは明らかであるとした。

貸出約定平均金利が相当
　その上で審判所は、事業者が金員を借り入
れる場合においては、取引のある銀行から借
り入れるのが一般的と考えられることからす
れば、独立当事者間で行われる標準的な金銭
消費貸借において付されるべき利率は、事業
者が銀行から金員を借り入れる際の利率を採
用するのが合理的かつ相当であることからす
ると、本件金銭消費貸借について適用される
べき年利率は、国内銀行における貸出約定平
均金利とするのが相当であるとし、原処分は
適法であるとの判断を示した。
　なお、審判所は、金銭消費貸借は税制改正
によって承継前請求人らに新たに生ずること
が予定されていた所得税の負担を回避するこ
とを主たる目的として行われたものであると
推認し、所得税の負担増加を回避する以外
に、正当で合理的な理由や目的があったとは
認められないとしている。

審判所、貸付利率は社債の年利率の比較でも著しく低いと指摘

【図表1】東京国税局の機構

【図】資金移動の実態（イメージ）

【図】発行会社自身による株式管理スキーム

【図】同族会社が発行する社債から生じる利子の
　　取扱い

【図表3】不当性要件の判断枠組み

【図表4】ヤフー事件・IDCF事件
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【図表5】 TPR事件
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【図表7】令和4年8月19日裁決
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【図】事案の概要
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【図表8】令和5年3月23日裁決
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（出典：経済産業省）

③株式譲渡
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